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研究成果の概要（和文）：為替レート変更等の外生ショックに対する雇用・賃金・労働時間調整の分析を行っ
た。分析の結果、輸出企業が円高に直面すると派遣労働者の雇用が減少する一方で、常用労働一般労働者の賞与
支払いが減少することが明らかになった。このように非正規労働者と正規労働者で非対称的な労働調整が行われ
ることは、正規労働者と企業の間にマッチ特殊的な要素があり、為替レート変動によって引き起こされる短期的
なショックに対しては、雇用関係を維持しようとするインセンティブを正規労働者と企業の双方が持っているこ
とを示唆している。

研究成果の概要（英文）：While firms increasingly rely on workers on nonstandard contracts, the 
underlying economic factor distinguishing workers on standard contracts from those on nonstandard 
contracts still needs to be better understood. Motivated by the differences in the importance of 
firm-worker match quality and specific human capital between different types of workers, we study 
their asymmetric employment and wage adjustments. Leveraging the heterogeneous shock that stems from
 exchange rate fluctuation and heterogeneous trade exposure between firms, we find that firms absorb
 the temporary shocks by adjusting the dispatched workers from temporary help agencies while 
refraining from changing the employment of in-house workers. Instead, firms opt to change the wages 
of regular in-house workers in the form of bonuses.

研究分野： 労働経済学

キーワード： 雇用契約　典型的雇用契約　非典型的雇用契約　パート労働　派遣労働　雇用調整　賃金調整　為替レ
ート変動

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
有期契約、パートタイム、派遣労働といったいわゆる非典型的な雇用契約の下で働く労働者が先進各国で増加し
ている。しなしながら、伝統的な雇用契約の労働者と非典型的な雇用契約の労働者が、どのように異なるかは明
らかになっていない。この研究では、企業の雇用並びに賃金調整を分析することによって、企業と労働者の間の
関係の特殊性が典型的な雇用契約の労働者においては重要であることを示唆する結果を得た。二つの雇用契約を
分ける根源的な要因を発見したことは、非典型的な雇用契約を典型的な雇用契約に転換させようとする政策が困
難であることを示唆している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

労働需要関数の推定は経済学にとって重要なトピックであるが、労働経済学では、財価格や生

産要素価格の変動に対して雇用量がどのように反応するかを動学推定する研究が積み重ねられ

てきた。それによって、企業の労働需要行動に関する多くの知見がもたらされてきたものの、い

まだに未解明の問題も多い。 

これまでの多くの研究では、主として雇用量に焦点が当たり、賃金、労働時間、人材配置とい

った様々な側面で雇用をとらえることは十分にはされてこなかった。これは企業財務データを

用いて実証研究が行われることが多く、これらのデータには雇用量と人件費総額といった企業

レベルの集計変数しか記録されていないというデータ制約によるところが大きい。 

企業が外部環境の変化がもたらすショックに対して労働投入をどのように調整するかは、労

働者が持つ人的資本のタイプに大きく依存する。労働市場の摩擦が小さく、労働者の技能が一般

的であれば、労働市場を通じて労働力を確保できるため、不況期には労働者を解雇することで対

応する。その一方、労働市場の摩擦が大きく、労働者の技能が企業特殊的であれば、景気回復後

の労働者の調達が難しいことが予想されるため、不況期に労働者を保蔵することが予測される。

さらに労働者の技能が企業特殊的であれば、労働者の賃金は競争的賃金を上回っている余地が

あり、企業が外部環境の変化がもたらすショックの一部を賃金変動で労働者に転嫁することも

考えられる。このように企業が外的なショックに対してどのように労働調整を行うかを観察す

ることで、いったいどのような労働者が一般的技能を持ち、どのような労働者が企業特殊的技能

を持つのかを明らかにすることができる。 

 

２．研究の目的 

 本研究では複数の企業データを接合することによって、データの制約を乗り越え、企業がショ

ックに対して雇用並びに賃金をどのように調整するかを労働者の雇用形態ごとに明らかにする

ことを目的とする。 

 

３．研究の方法 

企業行動を記録したデータセットは経済産業省「企業活動基本調査」、「工業統計」、「商業統計」、

総務省「事業所・企業統計」、「経済センサス」、財務省「法人企業統計」、「本陣企業景気予測調

査」、東京商工リサーチ「企業情報データ」など多岐にわたっており、各企業あるいは事業所の

財務状況が詳細に入手可能である。しかしながら、これらの企業データには、学歴・年齢・性別

といった属性ごとの労働者の雇用・労働時間・賃金は記録されていない。そのため、企業が経験

する外的なショックや法的介入が、労働者属性ごとにどのような調整に帰結したのかを調べる

ことができない。 

一方で厚生労働省「賃金構造基本統計調査」のような労働統計には労働者個人の学歴・年齢・

性別と並んで所定内賃金・所定外賃金・所定内労働時間・所定外労働時間・前年の賞与などの総

額が記録されているため、前述の企業・事業所データと接合することができれば労働者属性ごと

の企業の雇用調整行動を把握できるようになる。 

そのため、この本研究では、「賃金構造基本統計調査」と「工業統計調査」・「商業統計調査」・

「企業活動基本調査」を「経済センサス」の情報をキーとしてマッチし、企業―労働者マッチデ

ータを作成する。マッチング手法に関しては川口・神林(2010)を踏襲しつつ、2009 年開始の「経



済センサス」から得られる情報を追加的に使用することでマッチング精度の向上を図る。マッチ

ングの結果として労働調整の推定に必要な情報をすべて含む事業所・企業データセットを作成

する。 

そこで、本計画では上記のマッチデータを使用し、企業ごとに異なる国際貿易への依存度とい

う要因と為替レート変動を組み合わせることで、外生的なショックが非正規・正規の人数だけで

なく、彼らの労働時間や賃金（初任給を含む）、新規採用数、新規採用する際の雇用形態の選択

などにどのような影響を与えるかを労働者属性ごとに分析する。これを通じて企業行動のメカ

ニズムと労働市場構造の特性を明らかにする。 

 

４．研究成果 

 為替レート変更等の外生ショックに対する雇用・賃金・労働時間調整の分析を行った。「賃金

構造基本統計調査」と「企業活動基本調査」を「経済センサス」の情報をキーとしてマッチし企

業―労働者マッチデータを活用し、為替レート変動が雇用、労働時間、賃金に与えた影響を推定

した。分析の結果、輸出企業が円高に直面すると派遣労働者の雇用が減少する一方で、常用労働

一般労働者の賞与支払いが減少することも明らかになった。これは、非正規労働者と正規労働者

ではショックに対する労働調整のマージンが異なることを意味している。すなわち、負の経済シ

ョックに対しては派遣労働者を中心に非正規労働者の雇用を調整する一方で、正規労働者につ

いては、賃金調整で対応し、雇用を維持していることが明らかになった。このような非正規労働

者と正規労働者で非対称的な労働調整が行われることは、正規労働者と企業の間にマッチ特殊

的な要素があり、為替レート変動によって引き起こされる短期的なショックに対しては、雇用関

係を維持しようとするインセンティブを正規労働者と企業の双方が持っていることを示唆して

いる。 

 有期契約、パートタイム、派遣労働といったいわゆる非典型的な雇用契約の下で働く労働者が

先進各国で増加している。しなしながら、伝統的な雇用契約の労働者と非典型的な雇用契約の労

働者が、どのように異なるかは明らかになっていない。この研究では、企業の雇用並びに賃金調

整を分析することによって、企業と労働者の間の関係の特殊性が典型的な雇用契約の労働者に

おいては重要であることを示唆する結果を得た。二つの雇用契約を分ける根源的な要因を発見

したことは、非典型的な雇用契約を典型的な雇用契約に転換させようとする政策が困難である

ことを示唆している。 

この研究成果については、数か所の大学のセミナーで発表し、そこで得たコメントを踏まえて

改訂しているところである。改定後の論文を 2023 年 6 月をめどに経済産業研究所のディスカッ

ションペーパーとして刊行し、その後、学術誌に投稿し出版を目指す。 
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